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（１） 勤務時間の概要（標準的なもの）
始業時刻 終業時刻 休憩時間 １日の勤務時間 １週間の勤務時間

午前8時15分 午後５時 正午〜午後１時 ７時間45分 38時間45分
※	勤務の特殊性により、上記と異なる勤務時間が運用される場
合があります。

（２） 年次有給休暇の取得状況
（令和５年１月１日～令和５年12月31日）

　年次有給休暇は、１年ごとに20日与えられ、20日を超
えない範囲の残日数は、翌年に繰り越すことができます。

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 消化率
9,527日 2,600.6日 245人 10.6日 27.3%

※	各日数は、令和５年１月１日から令和５年12月31日までの全
期間に在職した市長部局の一般職の合計です。

区分 内　　　　容

職員互助会

（名称）　菊川市職員互助会
・職員の会費により給付事業等を実施（会費：給料月額の1.5/1,000）
・市補助金と職員の会費により福利厚生事業を実施（市補助金：福利厚生事業実績額の1/2相当額）
主な給付事業 弔慰金、出産祝金、病気見舞金、災害見舞金、退職記念品、表彰費（勤続30年表彰）
福利厚生事業 インフルエンザ予防接種助成金、メンタルヘルス対策事業　など

令和５年度
決算

会員数（令和５年４月１日現在） 会費 補助金
381人 203万7,185円 15万7,817円

（１） 派遣研修
　静岡県、（公財）静岡県市町村振興協会、静岡県建設技
術監理センターなど各種研修機関への派遣

（２） 職場研修
①委託研修　�階層別研修、専門研修及び民間企業と

の共同研修などの開催
②自主研修　�職場内の講師による新規採用職員研修、

新規採用予定者研修などの開催
　　　　　　�管理・監督者が日常業務を通じて行う

職場研修など
（３） 広域合同研修
　御前崎市、牧之原市との３市合同による階層別研修、
専門研修などの開催

（４） 自己啓発　通信教育講座の活用　など

　本市では、地方公務員法で
地方公共団体に義務付けら
れている福利厚生制度を実
施しています。また、共済組
合は静岡県市町村職員共済
組合に加入しています。

（５） 一般行政職の平均給料月額、初任給等の状況
①職員の平均年齢、平均給料月額	 （令和６年４月１日現在）

区　分 平均年齢 平均給料月額
菊川市 39.7歳 30万7,573円
静岡県 42.7歳 33万3,463円

国 42.1歳 32万3,823円

②職員の初任給の状況	 （令和６年４月１日現在）
区　　　　分 菊川市 静岡県 国

一般行政職
大 学 卒 19万6,200円 20万6,225円 19万6,200円
高 校 卒 16万6,600円 17万4,130円 16万6,600円

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （令和６年４月１日現在）
区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数30年

一般行政職
大 学 卒 26万1,250円 35万5,814円 39万1,200円
高 校 卒 　     ― 　円 29万 500円 38万2,880円

（６） 特別職の報酬等の状況 （令和６年４月１日現在）
区　　　分 給　　料　　月　　額　　等

給
料

市 長 83万円
副 市 長 66万円

報
酬

議 長 39万5,000円
副 議 長 32万円
議 員 30万円

期
末
手
当

市 長・副 市 長 （令和５年度支給割合） 4.45月分
議長・副議長・議員 （令和５年度支給割合） 3.55月分

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額）（支給時期）

市 長 給料月額×在職年
×支給率500/100 1,660万円 任期毎

副 市 長 給料月額×在職年
×支給率300/100    792万円 任期毎

※	退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支
給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当
の見込額です。

（７） 職員手当の状況
①期末手当・勤勉手当	 （令和６年４月１日現在）

区　分 期末手当 勤勉手当 計
６月期 1.225 月分 1.025 月分 2.250 月分
12月期 1.225 月分 1.025 月分 2.250 月分

計 2.450 月分 2.050 月分 4.500 月分
※職務の級などに応じた加算措置があります。
※支給率は国と同じです。

②退職手当	 （令和６年４月１日現在）
支給率 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分
※	支給率により算出される額に加え、役職に応じた加算措置があり
ます。
※支給率は国と同じです。

③その他の手当（月額）	 （令和６年４月１日現在）

扶養手当

①配偶者あり
　　配偶者
　　子
　　父母等
②配偶者なし
　　子
　　父母等

6,500円
１万円

6,500円

１万円
6,500円

※ 満16歳に達する年度の初めから満22歳の年度
の末までの子１人につき5,000円加算

住居手当 家賃月額により 最高２万8,000円

通勤手当

①公共交通機関の利用者
　　５万5,000円を限度に実費支給
②交通用具使用者など
　　通勤距離に応じて
　　2,000円〜３万1,600円を支給

※	上記のほか、時間外勤務手当、特殊勤務手当などが勤務状態や
実績に応じて支給されます。
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